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Ｃ 現状維持 教育集会所運営委員会を開催し、事業の検討検証を行う。
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地方債の区分と充当率等
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事業費計(A)

人件費（Ｂ）

教育集会所は地域のニーズや実態に応じた事業を推進します。いわれなき部落差別の結果によって生活や教育・地域と
の交流など置き去りにされてきた歴史があります。行政・教育行政が誰もが共に歩め地域社会をつくる必要があります。

人権文化を創造するために、同和問題に対する正しい理解と認識を養うための教室・講座・講演会等の開催や周辺地域
との交流、児童生徒への学習会の開催などについて意見を聞くことはその効果を高めるために必要です。

教育集会所活動の中で地域や地域周辺の住民が学習会や研修会交流会に参加することによって、人権感覚を養い地
域社会で主体的に行動できる人間の育成になります。

人権同和問題に関し、お互いが認め合い受け入れ友好な関係が保てる社会の実現には至っていません。そのために今
の取り組みは効果があり、削減の余地はありません。

(千円)

平成２４年度 計画内容
事 業 内 容
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業務嘱託員保険料

総合評価 事業の方向性
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事業の成果を測る指標

人権教育指導員への相談回数

評価項目 ポイント
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業務嘱託員保険料
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平成２３年度 計画内容平成２２年度 計画内容平成１９年度 決算内容

子育て相談、生活・教育・児童生徒の活動支援等の各種相談、児
童生徒の家庭における学習の実態把握や地域活動の支援を実
施しすることによって、自ら進んで地域社会で協働していく人にな
る。
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

1

今、教育集会所等を拠点に三重県の人権教育主事（教
諭）が活動をしていますが、平成２1年度を最後になくなり
ます。伊賀市では現在７名の教諭が勤務されています。
人権教育主事が地域で果たして来た役割は大きく今後も
活動の継続が望まれます。

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

地域における子ども・保護者や住民

（※対象件数

根拠法令・要綱等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律　伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例
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生涯学習課

終了年度 平成
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前田　明伸 連絡先
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（内線）

実績

H19 H20 H21

実績値
単位指標設定の考え方

教育集会所や家庭での相談に対して支援
をすることが自身と自覚を持つようになる。
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目標
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目標

実績
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直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


